
資料２ 評価専門調査会における評価システ
ム改革促進方策の検討経緯と今後
の進め方



評価専門調査会における検討経緯

・研究開発評価指針等の制定及び改善への取り組み

各府省及び研究開発独立行政法人の研究開発評価への取り組みの定着各府省及び研究開発独立行政法人の研究開発評価への取り組みの定着

○研究開発成果の質の向上や研究開発人材の育成等に真に役立つ評価
となっているか

○評価の重層的な実施などによる評価労力負担が大きいのではないか その他

○研究開発成果の質の向上や研究開発人材の育成等に真に役立つ評価
となっているか

○評価の重層的な実施などによる評価労力負担が大きいのではないか その他

更なる評価システム改革への取り組みが必要更なる評価システム改革への取り組みが必要

評価専門調査会は、平成１８年４月以降、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（以下「大綱的指針」という。）
や第３期科学技術基本計画（以下「科学技術基本計画」という。）に掲げた評価システム改革に向けた取り組みの加
速化を推進するための検討を開始。
各府省や各研究機関等における研究開発評価への取り組みは定着しつつあるが、評価の質の向上や効率化等の

観点から、更なる評価システム改革への取り組みが必要。

○評価の質の向上や効率化
・研究開発の性質、目的、規模等に合わせた評価 など
・評価指標の明確化、評価フォーマットの共有化 など

○評価結果の活用方策
・評価の責任体制の明確化、各機関での評価情報の共有化 など

○評価者人材の養成・確保
・研修やジョブローテーション等による評価者の育成 など

具体的な取り組み方策に関する主な意見具体的な取り組み方策に関する主な意見

評価専門調査会における評価システム改革促進方策の検討経緯と今後の進め方（１）

１



国の研究開発評価に関する取り組みの経緯

第１期科学技術基本計画の策定（Ｈ８．７）第１期科学技術基本計画の策定（Ｈ８．７）

第２期科学技術基本計画の策定（Ｈ１３．３）第２期科学技術基本計画の策定（Ｈ１３．３）

国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の
あり方についての大綱的指針（Ｈ９．８）

国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の
あり方についての大綱的指針（Ｈ９．８）

国の研究開発評価に関する大綱的指針
（Ｈ１３．１１）

国の研究開発評価に関する大綱的指針
（Ｈ１３．１１）

第３期科学技術基本計画の策定（Ｈ１８．３）第３期科学技術基本計画の策定（Ｈ１８．３）

国の研究開発評価に関する大綱的指針
（Ｈ１７．３）

国の研究開発評価に関する大綱的指針
（Ｈ１７．３）

実施状況を
反映して改定

大綱的指針の改定を反映

基本計画の改定内容を
反映して策定

基本計画に基づいて策定

科学技術基本法（Ｈ７年法律第１３０条）の制定（Ｈ７．１１）科学技術基本法（Ｈ７年法律第１３０条）の制定（Ｈ７．１１）

独立行政法人通則法に基づく中期目
標に係る業務実績の評価の実施
（Ｈ１３．４）
国立試験研究機関の独立行政法人化
（Ｈ１３．４）

独立行政法人通則法に基づく中期目
標に係る業務実績の評価の実施
（Ｈ１３．４）
国立試験研究機関の独立行政法人化
（Ｈ１３．４）

行政機関が行う政策の評価に関する
法律（政策評価法）制定（Ｈ１３．６）
※１０億円以上の研究開発について事前
評価を義務付け

政策評価実施（Ｈ１４．４）

行政機関が行う政策の評価に関する
法律（政策評価法）制定（Ｈ１３．６）
※１０億円以上の研究開発について事前
評価を義務付け

政策評価実施（Ｈ１４．４）

国立大学の独立行政法人化（Ｈ１６．４）
国立大学法人法による中期目標に係る
業務実績の評価の実施（Ｈ１６．４）

国立大学の独立行政法人化（Ｈ１６．４）
国立大学法人法による中期目標に係る
業務実績の評価の実施（Ｈ１６．４）

政策評価政策評価

独立行政法人評価独立行政法人評価

国立大学法人評価国立大学法人評価

国及び研究機関等における
研究開発評価の取り組みが
本格化

国及び研究機関等における
研究開発評価の取り組みが
本格化

成果を問うだけでなく研究
者の挑戦を励ます面を重視

成果を問うだけでなく研究
者の挑戦を励ます面を重視
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厳正な評価の実施を提示厳正な評価の実施を提示

研究開発評価の導入促進から
質的拡充の方向を提示

研究開発評価の導入促進から
質的拡充の方向を提示

研究開発評価に関連した評価制度の整備研究開発評価に関連した評価制度の整備

２



科学技術基本計画等における評価システム改革の方向

第３期科学技術基本計画（Ｈ１８．３閣議決定）第３期科学技術基本計画（Ｈ１８．３閣議決定）

科学技術の基本的な姿勢として、
（１）社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術
（２）人材育成と競争的環境を重視

を掲げ、３つの理念と６つの目標を明示してその実現を図ることとした
そのために、科学の発展と絶えざるイノベーションの創出のための科学技術システム改革の一環として、評
価システム改革を位置付け

長期戦略指針「イノベーション２５」（Ｈ１９．６閣議決定）長期戦略指針「イノベーション２５」（Ｈ１９．６閣議決定）

イノベーション立国に向けて、研究開発成果の
社会還元の加速

科学の発展によって知的・文化的価値を創出するとともに、研究開発の成果をイノベーションを通じて社会・国民
に還元していく科学技術システムを強化する上で、より実効性のある研究開発評価システムの構築が急務

科学の発展によって知的・文化的価値を創出するとともに、研究開発の成果をイノベーションを通じて社会・国民
に還元していく科学技術システムを強化する上で、より実効性のある研究開発評価システムの構築が急務

理念１ 人類の英知を生む理念１ 人類の英知を生む

理念２ 国力の源泉を創る理念２ 国力の源泉を創る

理念３ 健康と安全を守る理念３ 健康と安全を守る

目標１ 飛躍知の発見・発明－未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造目標１ 飛躍知の発見・発明－未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造

目標２ 科学技術の限界突破－人類の夢への挑戦と実現目標２ 科学技術の限界突破－人類の夢への挑戦と実現

目標３ 環境と経済の両立－環境と経済を両立し持続可能な発展を実現目標３ 環境と経済の両立－環境と経済を両立し持続可能な発展を実現

目標４ イノベーター日本－革新を続ける強靭な経済・産業を実現目標４ イノベーター日本－革新を続ける強靭な経済・産業を実現

目標５ 生涯はつらつ生活－子供から高齢者まで健康な日本を実現目標５ 生涯はつらつ生活－子供から高齢者まで健康な日本を実現

目標６ 安全が誇りとなる国－世界一安全な国・日本を実現目標６ 安全が誇りとなる国－世界一安全な国・日本を実現

評価専門調査会における評価システム改革促進方策の検討経緯と今後の進め方（３）
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検討のスケジュール（案）
２００８年
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

▲

▲

総合科学
技術会議
（中間報告）

総合科学
技術会議
（決定）

▲

・論点整理
・大綱的指針の見直し方向 など

・改正案の検討

決定後
・大綱的指針の改正、
各大臣への通知

決定後
・大綱的指針の改正、
各大臣への通知

国の研究開発評価に関する大綱的指針の見直しの検討について

国の研究開発評価に関する大綱的指針の見直しを行い、各府省等における評価システム改革を牽引

研究開発評価システム改革の促進を実現するには、各府省や各研究機関は国の研究開発評価に関する
大綱的指針を踏まえ評価指針等を策定し、研究開発評価を行っている現状から、

することが必要。

４～５回程度 ２～３回程度

評価専門調査会における評価システム改革促進方策の検討経緯と今後の進め方（４）

４


